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株式市場概況 

先週の動き（2 ⽉ 8 ⽇〜2 ⽉ 12 ⽇） 
世界的な株価下落の動きから⽇経平均株価指数も⼤幅安となった。欧州では銀⾏が発⾏する

債券に対して、業績悪化から利払い不安などが浮上し、銀⾏株が⼤幅に下落する動きも⾒られ
た。それにより投資家のリスク回避の動きがより⼀層強まり、ドル円で円⾼ドル安の動きとな
った。⽇本が祝⽇だった 11 ⽇には 110 円台に乗せる場⾯もあった。 

⽇経平均株価は 12 ⽇に 1 万 5,000 円を割り込む場⾯もあったが、安倍⾸相と⿊⽥⽇銀総裁
が会談すると報じられ、株⾼円安に転じる時間帯もあった。しかし特に対策は⽰されず、引け
にかけて売られる展開となり、週末の⽇経平均株価は前週末⽐-11.1％の１万 4,952 円で引け
た。 

  

⽇経平均株価（2015年11⽉4⽇〜）
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 セクター別では全てが⼤幅下落する結果となった。下落トップは証券・商品となった。株式
市場の⼤幅下落で、今後、今後収益が悪化することが⾒込まれるため、下落幅が⼤きくなった。
３位にはその他⾦融が⼊った。⽇銀のマイナス⾦利導⼊の発表により、⼤きく買われたセクタ
ーの１つだったが、市場全体の下落に抗し切れなかった。前週下落率トップだった銀⾏は下落
５位となり、依然弱い展開だった。 

 スタイルインデックスも全て⼤幅安となった。⽬を引くのは前週に引き続き、バリュー指数
の弱さだろう。通常、市場混乱時に下落幅が⼩さいといわれる割安株の下落幅がグロースより
も⼤きくなっていることからも、今回の下げの深刻さが窺える。 

 
 

表1． セクター、スタイル・インデックス動向
セクター動向（先週末比） 各種国内株式指数動向（先週末比）

パルプ紙 -8.16% 証券商品先物 -19.62% REIT指数 -7.17% TOPIXL70 -12.30%

電気ガス -8.19% ガラス土石 -19.09% 東証2部 -11.09% TOPIX -12.61%

水産農林 -8.96% その他金融 -18.72% 日経平均株価 -11.10% TOPIXバリュー -13.33%

食料品 -9.74% 非鉄金属 -17.54% TOPIXスモール -11.91% コア３０ -13.44%

空運 -10.11% 海運 -16.19% TOPIXグロース -11.95% マザーズ -15.59%

建設業 -10.24% 銀行業 -15.10% ミッド400 -12.21%
 
 



 
今後の注⽬点 

 今後は政策期待相場となると⾒られるため、リバウンドを試す動きとなるだろう。前週に安

倍⾸相と⿊⽥⽇銀総裁が会談を⾏っている時間帯は、株⾼円安になるなど、市場の政策に懸け

る期待は⾼いと⾒られる。期待できる政策は消費増税の再延期くらいだろうが、世界的な市場

の混乱の中、アベノミクスに対する期待を再び起こすためには⼒不⾜のように⾒える。 

 市場ではマイナス⾦利政策の撤回などの声も聞かれるが、政策の撤回など論外だろう。中央

銀⾏への信認が今以上に低下するのは確実な上、マイナス⾦利対策に動いている⾦融機関で、

⼀段の混乱が発⽣するかも知れない。⼀⽅で、噂されている⽇銀の緊急会合が⾏なわれても、

市場に落ち着きを取り戻すことができる可能性も低いだろう。 

 結局、前週に述べたように政策で問題は解決できない状況になってきており、ここは市場が

⼀旦の均衡点を⾒つけるまで耐えるべき局⾯のように⾒える。 

 
年初来上昇率（％ 値は12⽇引け時点） 前週末⽐（％ 値は12⽇引け時点）
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株式市場需給動向（２⽉１週：２⽉１⽇〜２⽉５⽇） 
 ２⽉１週の投資主体別動向は個⼈投資家、都銀・地銀が買い越し、海外投資家、投資信託と
なった。裁定買い残⾼は 242 億円の増加、信⽤買い残⾼も 200 億円増加した。  

 

 



 
 
 

 
  

 
   (価格データはロイターによる) 
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本資料は、情報提供のみを⽬的として作成したもので、いかなる有価証券等の売買の勧誘を⽬
的としたものではありません。また、⼀般的あるいは特定の投資助⾔を⾏うものでもありませ
ん。本資料は、信頼できると判断した情報源から⼊⼿した情報・データ等をもとに作成してお
りますが、これらの情報・データ等また本資料の内容の正確性、適時性、完全性等を保証する
ものではありません。情報が不完全な場合または要約されている場合もあります。本資料に掲
載されたデータ・統計等のうち作成者・出所が明記されていないものは、当社により作成され
たものです。本資料に掲載された⾒解や予測は、本資料作成時のものであり予告なしに変更さ
れます。運⽤⽅針・資産配分等は、参考情報であり予告なしに変更されます。過去の実績は将
来の成果を予測あるいは保証するものではありません。 
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